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まずは一般の災害から



災害対策基本法（1）

• 国の災害対策の基本となる重要な法律。1959年9
月の伊勢湾台風のあと1961年に作られた。

• 避難勧告：災害対策基本法60条にもとづいて、市
町村長が発する。

• 避難の指示：災害対策基本法60条にもとづいて、
市町村長が発する。事態が急を要する場合に出
す。

• 避難命令：日本の法律に避難命令の規定はない。
ただし災害対策基本法63条に、「当該区域からの
退去を命ずることができる」とある。これを退去命
令あるいは避難命令だと解釈することは可能だろ
う。



災害対策基本法第60条

（市町村長の避難の指示等）

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合
において、人の生命又は身体を災害から保護し、
その他災害の拡大を防止するため特に必要が
あると認めるときは、市町村長は、必要と認める
地域の居住者、滞在者その他の者に対し、避難
のための立退きを勧告し、及び急を要すると認
めるときは、これらの者に対し、避難のための立
退きを指示することができる。



災害対策基本法（2）

• 警戒区域指定：災害対策基本法63条にもとづいて，
市町村長が発する．60条が対人的指定であるにく
らべて，63条は地域的指定である．これには罰則
規定があり，違反したものには10万円以下の罰金
または拘留が処せられる（116条）．

• 車両通行制限：災害対策基本法76条によって都
道府県公安委員会が発する．これには罰則規定
があり，違反したものには3月以下の懲役または
20万円以下の罰金が処せられる（114条）．



災害対策基本法第63条

（市町村長の警戒区域設定権等）

災害が発生し、又はまさに発生しようとしている
場合において、人の生命又は身体に対する危
険を防止するため特に必要があると認めるとき
は、市町村長は、警戒区域を設定し、災害応急
対策に従事する者以外の者に対して当該区域
への立入りを制限し、若しくは禁止し、又は当該
区域からの退去を命ずることができる。



次に原子力災害（事故）



原子力災害対策特別措置法

• 1999年9月30日の東海村JCO臨界事故を動機に制
定され、1999年12月17日に施行された法律。

• 内閣総理大臣が原子力緊急事態を宣言する。

• 2011年3月11日

– 14時46分、M9.0地震

– 15時42分、全電源喪失（10条通報、基準以上の放射線
量）

– 16時36分、注水不能。政府への報告は16時45分（15条
報告、原子力緊急事態宣言へ）

– 19時18分、原子力緊急事態宣言（いまも継続中）

– 21時23分、3km圏内からの避難指示



枝野官房長官



• わかりやすい情報をいかに迅速に国民に提
供するかの前に、国民をいかに安心させるか
を優先してる。



災害対策基本法の読み替え手順が
たくさん示されている。

• 原子力緊急事態下では、内閣総理大臣に全
権が集中する。政府だけではなく地方自治
体・原子力事業者を直接指揮できる。（住民
を指揮できると書いてないことに注意）

• 実際には、災害対策基本法に定められた災
害対応を、内閣総理大臣が権限者に指図す
る（次のスライド）。



原子力災害特別措置法15条-3

• 内閣総理大臣は、（略）市町村長及び都道府
県知事に対し、（略）避難のための立退き又
は屋内への退避の勧告又は指示を行うべき
ことその他の緊急事態応急対策に関する事
項を指示するものとする。



福島第一原発の警戒区域と取材

• 警戒区域は市町村長が設定すると災害対策基本法63
条が定めている。

• 2011年4月22日0時から半径20キロを警戒区域にしろ
と内閣総理大臣が、前日11時に市町村長に指示した。

• 南相馬市長はそのとおりに警戒区域を設置した。しか
し他の町は設置しなかったようだ。浪江町長は、どうい
うわけか28キロ地点に検問を置いた。

• 2012年3月16日、福島簡裁がフランス人に罰金刑10万
円。

• 日隅一雄、浪江町長へ公開質問。取材制限は憲法違
反ではないか。町長からの2012年5月31日返事は、取
材でも立ち入り可。

• 南相馬市の警戒区域に2012年6月1日に入った広河
隆一が南相馬署から任意出頭を求められた。



2012年6月



車両通行止め、福島県2012年6月



結局のところ問題の所在は、

1. 命を取るか、生活(QOL)を取るか。
QOL: Quality of Life

2. 避難行動で発生する損失をだれが負担
するか。

3. 国民の知る権利をどこまで認めるか。



警戒区域の
再編

福島民友、2013年8月8日



避難者数

• 強制避難（旧警戒区域） 9万人

• 自主避難 5万人 （2011年9月）

–福島県から福島県へ 2万4000人

–福島県から福島県外へ 2万6000人

–福島県外からの自主避難者数は不明。ただし、
相当数。



人口に占める自主
避難者の割合
（2011年3月15日）

文科省



私権の制限

憲法22条 何人も、公共の
福祉に反しない限り、居住、
移転及び職業選択の自由を
有する。

２ 何人も、外国に移住し、
又は国籍を離脱する自由を
侵されない。

憲法29条 財産権は、これを
侵してはならない。

２ 財産権の内容は、公共の
福祉に適合するやうに、法
律でこれを定める。

３ 私有財産は、正当な補償
の下に、これを公共のため
に用ひることができる。

災害対策基本法63条 災害が発

生し、又はまさに発生しようとして
いる場合において、人の生命又は
身体に対する危険を防止するため
特に必要があると認めるときは、
市町村長は、警戒区域を設定し、
災害応急対策に従事する者以外
の者に対して当該区域への立入り
を制限し、若しくは禁止し、又は当
該区域からの退去を命ずることが
できる。



愚行権
• 人命保護は，本当にすべての場合において，場合に
よっては憲法に抵触しても，優先されるべきことなの
であろうか．

• たとえば，生命倫理学においては，延命至上主義から
‘生命の質’重視主義への転換がはかられ，他者に危
害が及ばない範囲で，患者の自己決定権（言いかえれ
ば，愚行権）が尊重され始めている．

• 多少の生命の危険を冒しても自分の生活の質を守る方
を選択したいという住民が，おそらく少数であるが存
在するだろう．

• そのような住民の自己決定権は，警戒区域の設定に
よって（罰則をともなって）否定されることになるの
である．

以上福崎（1996）による



福島県外の汚染は、



汚染状況重点
調査地域

環境省、2011年12月19日

（0.23μSv/h）



赤色：年2.1ミリシーベルト

の追加被ばくを受ける地
域（事故前の2倍被ばくに
なる地域）
橙色：年1ミリシーベルトの
追加被ばくを受ける地域
2013年9月





福島県資料



支援の問題

• 強制避難者を支援するか

• 自主避難者を支援するか

• 強制避難地域に残留する人を支援するか

• 要注意地域に残留する人を支援するか

• 家畜やペットは？



終

• 正解が隠れていて、見つかるのを待っている
わけではない。

• これは、むずかしい問題だ。

• いろいろな考え方がある。

• それでも、社会として、意思決定する必要が
ある。


